




































である。第 6章、第 7 章、補章の実証分析の結果、会計情報開示のシグナリング機能が部
分的に観察された。すなわち、効率性仮説、資金調達仮説、規模仮説を支持する結果であ
った。そして、第 8章では、私立大学の会計情報開示の経済的帰結を分析した。その結果、
私立大学の会計情報開示は追加的な資金調達に有用である、とする期待と首尾一貫するも
のであった。 
最後に、終章では、本論の学術的貢献や、制度的なインプリケーションを提示した。本
論文で得られた結果は、会計情報開示のシグナリング機能が非営利組織にも部分的に適用
可能であることを示している点で重要である。また、本論文の結果は、非営利組織が事業
費や管理費の使途について戦略的に考える必要があることを示している。さらに、本論文
の発見事項は、今後の非営利組織を対象とした会計研究に新たな展開を拓く基礎となるで
あろう。 
 
 
